
令和７年度中山間地域等直接支払制度の実施状況 

 

Ⅰ 中山間地域等直接支払制度の概要 

 

１ 制度の概要 

 中山間地域等直接支払制度は、農業の生産条件が不利な中山間地域等における農業生産活動を継

続し、農業・農村の有する多面的機能の発揮の維持・促進を図るため、国及び地方自治体による支

援を行う制度である。平成 12年度から制度が開始され、令和 7年度から第 6期対策（令和 7年度

～令和 11年度）が実施されている。 

 

Ⅱ 令和７年度の取組実績 

 

１ 協定数 ５７協定 

  

協定数 基礎単価 ※2 体制整備単価 ※2 

集落協定 ※1 49 9 40 

個別協定 ※1 8 2 6 

全 体 57 11 46 

  ※1 集落協定とは、対象農用地において農業生産活動等を行う複数の農業者等が締結する協定。 

     個別協定とは、認定農業者等が農用地の所有権等を有する者との間で利用権の設定等又は農

作業受委託を行う契約に基づき締結する協定。 

  ※２ 基礎単価とは、農業生産活動等を継続するための活動のみを行う場合の単価（交付単価の 8

割を交付）。 

     体制整備単価とは、農業生産活動等を継続するための活動に加え、農業生産活動等の体制整

備のための活動を行う場合の単価（交付単価の 10割を交付）。 

 

２ 交付対象面積 591ha   

（１）協定別の交付対象面積 

                               （単位：ha） 

  

交付対象面積 基礎単価 体制整備単価 

集落協定 523 57 466 

個別協定 68 6 62 

全 体 591 63 528 

   注：合計値は四捨五入の関係で一致しない場合あり 

 

 



（２）地目別の交付対象面積 

                                （単位：ha） 

 計 田 畑 草地 牧草放牧地 

集落協定 523 498 25 - - 

個別協定 68 64 4 - - 

全 体 591 562 29 - - 

   注：合計値は四捨五入の関係で一致しない場合あり 

 

 

３ 交付金の交付額 69,756 千円 

 （１）協定別の交付金交付額 

                              （単位：千円） 

  

交付額 基礎単価 体制整備単価 

集落協定 64,140 6,768 57,372 

個別協定 5,616 499 5,117 

全 体 69,756 7,267 62,489 

   注：合計値は四捨五入の関係で一致しない場合あり 

 

（２）地目別の交付金交付額 

                                （単位：千円） 

 計 田 畑 草地 牧草放牧地 

集落協定 64,140  62,817 1,323 - - 

個別協定 5,616  5,506 110 - - 

全 体 69,756 68,323 1,433 - - 

   注：合計値は四捨五入の関係で一致しない場合あり 

 

 

４ 加算措置への取組  

（単位：ha） 

 棚田地域振興

活動加算 

超急傾斜農地

保全管理加算 

ネットワーク化

加算 

スマート 

農業加算 

集落機能 

強化加算 

協定数 - - - 11 - 

面 積 - - - 125 - 

   注：集落機能強化加算は第５期対策の経過措置 

 

 



５ 集落協定の主な活動内容 

 （１）農業生産活動等として取り組むべき事項（必須） 

  

 

 

 

 

 

 

 

（図）耕作放棄の防止等の活動（１つ以上選択） 

  

  

（図）水路・農道等の管理（１つ以上選択） 
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①賃借権の設定・農作業の委託

②既荒廃農用地の復旧・林地化等

③既荒廃農用地の保全管理

④農地の法面の管理

⑤柵、ネットの設置等鳥獣被害防止

⑥簡易な基盤整備

⑦担い手の確保

⑧地場農産物の加工・販売

⑨その他

取組協定数
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①水路の管理

②農道の管理

③その他施設の管理

取組協定数

＜主な耕作の耕作放棄の防止等の活動＞ 

① 耕作放棄されそうな農用地については、集落

内外の担い手農家や第３セクター等による賃

借権設定や農作業の委託を行う。 

④ 農地法面の崩壊を未然に防止するため、集落内

の担い手を中心に定期的な点検を行う。 

＜主な水路・農道等の管理活動＞ 

① 水路の草刈りや梅雨、台風等の降雨

後には見回りを行う。 

② 農道の簡易補修や草刈りを行う。 



 （２）多面的機能を増進する活動として取り組むべき事項（選択的必須） 

    

（図）多面的機能増進活動 

   
 

 （３）農業生産活動等の体制整備 

   

 集落において 

作成中 
市に提出済み 

ネットワーク化活動 

計画の作成状況 
15協定 25協定 
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①周辺林地の下草刈

②棚田オーナー制度、市民農園等の開設・運営

③景観作物の作付け

④土壌流亡に配慮した営農

⑤体験民宿（グリーン・ツーリズム）

⑥魚類・昆虫類の保護

⑦鳥類の餌場の確保

⑧粗放的畜産

⑨堆きゅう肥の施肥等

⑩その他活動

取組協定数


